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訳者はしがき

　　　ここに訳出するrエリザベス・フリーマン：欧州経済共同体条約第177条に

　　基づく欧州共同体司法裁判所への付託」（Elizabeth　Freeman，References　to

　　the　Court　of　Justice　under　Article177，C％77θ撹LθgoJ　P70δ」θ吻s1975，

　　pp．176－198）は，rイギリス法と欧州共同体法」と題する翻訳シリーズの第4

　　番目のもので，rM．A．ミルナー：契約および不法行為における対比」（本誌第

　　18巻第1号，1984），r旦（ニライダー：財産法と共同市場」（本誌第18巻第2号，

　　1984），rE・H．スキャメル：共同市場と法曹」（本誌第19巻第1号，1985）に続

　　くものである。

　　　本稿では，上記のフリーマン論文に加えて，欧州共同体司法裁判所の先行判

　　決（preliminary　ruling）を求めて行なわれる，イギリスの国内裁判所からの

　　付託（reference）に関する手続を定めるイギリスの裁判所規則を末尾に付録と

　　した。すなわち，最高司法裁判所規則第114条（欧州共同体司法裁判所への付

　　託），1972年刑事法院（欧州共同体司法裁判所への付託）規則，および1972年

　　刑事上訴（欧州共同体司法裁判所への付託）規則の三つである。

　　　ところで，本論文の中で詳述されているB％1卿67対βoJJ勉967事件におい

　　て，当時記録長官判事であったデニング卿（Lord　Deming，Master　of　the

　　Rolls）が定立したガイドラインは，フリーマン教授によって，r欧州共同体司

　　法裁判所への付託という難題について，今後に指針を与えている」と述べられ

　　ている。その指針は，今目一層の注目を集めていて，たとえば，最近のC％s一

　　≠o吻sα％4Eκ‘∫s6Co甥郷づssσo％ε7s　v。！1ρS　Sα，％ε劣〔1983〕l　All　E，R，1042に

　　おいて，ビソガム判事（高等法院女王座部）は，デニング卿によって作られた

＿　基準を適用して，付託命令を出したのである。

六
＿　　本論文の訳出は，早稲田大学大学院法学研究科英米法専修院生であった次の

　　諸氏（カッコ内現勤務先）の参加を得た研究会で行なった。

　　　　今井　雅子　　（博士課程後期在学中）

　　　　加藤　紘捷　　（名古屋自由学院短大）

　　　　　　　　　　　　　　　　　一　4　一



　　堀田牧太郎　（共立女子大学）

　　八木　保夫　（富山大学）

付録の裁判所規則は，矢頭と今井雅子さんの共訳である。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　昭和60（1985）年11月

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　矢　頭　敏　也

山
ハ
○
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欧州経済共同体条約第177条に基づく

欧州共同体司法裁判所への付託

エリザベス・フリーマン

五
九

　最近のB％1甥67対Boll初81群事件（1）における控訴院の重要な判決

は，大いに注目されるべきである。なぜならば，この判決は，欧州共

同体司法裁判所（Court　of　Justice　of　the　European　Communities）

（以下r欧州裁判所」と略称する）への付託（reference）という難題に

ついて，今後に指針を与えているように思われるからである。この事

件で被告は，二つの間題，すなわち，自分が依拠しようとした欧州経

済共同体（以下rEEC」と略称する）規則（Regulations）についての

解釈，およびEEC条約第177条それ自体の解釈に関する問題は，同

第177条に従って，先行判決（preliminary　mling）を求めるべく，欧

州裁判所に付託さるべしとする命令を求める申立で2）をしたのである。

　ウイットフォード判事（Whitford，」．）による命令をなすことの拒

絶は，控訴院によって支持された。デニング記録長官判事（Lord

Denning，M．R．）は次のように述べている。

　　r貴族院を除いて，その他のイギリスのどの裁判所も，ルクセン

　ブルクの欧州裁判所に問題を付託すべき義務を負わない。EEC

　条約の《解釈》に関する問題についてさえも，同じである。第177

　条第3項に：おいては『するものとする』（shall）とされているの

（1）E．P・B％伽6プL鼠v．BoJJ初9召プS・∠4・〔1974〕2All　E．R1226，

　〔1974〕3W．LR．202．（〔1974〕Ch。401二訳者）

（2）　この申立ては，最高司法裁判所規則第114条に基づくものであった。

　〔後掲付録参照＝訳者〕
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　　に対して，第177条第2項はrできる』（may）という任意的な用

　　語を用いている。イギリスでは事実審裁判官は，完全な《裁量権》

　　を有している。EEC条約の解釈について問題が生じた場合には，

　　イギリスの裁判官は自らそれを決定しうる。……控訴院の裁判官

　　もまた，完全な裁量権を有しているのである。彼らは，適当と考

　　えられる場合には，自らEEC条約を解釈することができる。」〔3｝

　スティーヴンスン判事（Stephenson，L．」．）（スタンプ判事（Stamp，

L．工）同調）は，次のように述べた。

　　r第177条第2項は権能を与えている。これに対して，第177条

　　第3項は義務を課している。加盟国の下級審は〔先行〕判決を求

　　めることがrできる』（may）のに対して，最終審ではそれを求め

　　る『ものとする』（sha11）のである。」

　本稿では，先ず，第177条を分析し，次に，B％1甥67対βoll伽8i67

事件判決と，欧州裁判所への付託に関するイギリスの判例について詳

細にみていくことにする。〔4｝

第177条一どの程度の自由裁量か

　欧州裁判所は，国内裁判所について何ら上訴管轄権を行使するもの

ではない。その管轄権の範囲は，関係諸条約自体における権限に依拠

している。EEC条約において，国内裁判所と欧州裁判所の二者間の

（3）〔1974〕2All　E．R．1226at　p．1233。また，後掲Sohoz36h物♂甜　一

　〇勉δE　v．温6％n初におけるデニング記録長官判事の意見を参照〔後出　五
　23頁，31頁＝訳者〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　八

（4）本稿執筆以後，この事項について，EMI　R66074s　L∫孤v・CjBS　U痂惚4

　K伽940郷L≠4。〔1975〕1C．M．L．R．285において，グレアム判事により

　重要な判決が下されている。この判決を注で言及する以外は，本文で十

　分に考察することは可能ではなかった。
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つながりについてふれている唯一の条項は第177条であるが，そうし

たつながりは上訴的なものではない。第177条は，欧州裁判所が共同

体法の解釈および効力に関して判断を下しうる機構について規定して

いる。（51かような機構の実効性は，加盟国の国内裁判所からなされる

付託の頻度にかかっている。第177条において，最終上訴管轄権を有

する国内裁判所と，それを有しないものとの問にはある一線が画され

てはいるが，そのことが，必然的に，後者に欧州裁判所へ付託をする

について完全な自由裁量権が与えられている，ということにはならな

いo

　共同体法の執行における国内裁判所の重要性は，次のような諸事由

から過度に強調することはできない。

　1．　関係諸条約自体は，個人が欧州裁判所において共同体の諸行為

を攻撃することを可能にする手続は，非常に限られたものしか定めて

いない。更に，個人が，その権利を強行し，または条約違反を立証す

る目的で，欧州裁判所に自国の政府を訴えうるような手続は，全く存

在しない。のみならず，欧州裁判所は，共同体法についての個人間の

係争の解決のために，専属的にも任意的にも管轄権を有しない。その

代わりに，共同体法は，それに基づく一定の権利および義務が国内裁

五
七

（5）第177条第1項は，下記のごとく規定している。

　「欧州裁判所は，次の事項について先行判決を行なう権限を有する。
　（a）　この条約の解釈

　（b）共同体の諸機関の行為の効力および解釈

　（c）理事会の行為により設置される機関の規程に，解釈すべき旨の定

　　めがある場合には，その規程の解釈。」
　　後に述べられる第2項〔12頁＝・訳者〕，第3項〔16頁＝訳者〕は，問題

　の機構に．ついて規定している。

　　欧州原子力共同体条約第150条も同一である。欧州石炭鉄鋼共同体条
　約は，第41条において，「国内裁判所に提起された訴訟において，最高

　執行機関（HighAuthority）および理事会が行なった行為の効力が争わ

　れる場合には，欧州裁判所のみがこれについて先行判決を下す専属管轄

　権を有する」と規定している。
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判所において承認され強行されるという意味において，国内法秩序の

上に添加されているのである。欧州裁判所によって発展させられた直

接適用の法理は，いずれの規定がかかる権利および義務を生ぜしめる

かを決定し，〔英国の〕1972年欧州共同体法第2条第1項が，英国内

でのそれらの承認について規定している。

　2．EECの構造は，共同体法の運用について加盟国に多く依存す

る。欧州委員会の公務員ではなく，加盟国の公務員が，関税を徴収し，

労働力の自由移動および社会保障に関する諸規定を運用し，共通農業

政策と取り組むのである。共同体法はこれらの事柄に適用されるので

あるが，それに関する訴訟があれば，それは第一次的には国内裁判所

において審理される。

　3．加盟国は，時には，自己の立法的手段を導入することにより，

共同体法を履行する責務を負う。1972年欧州共同体法第2条第2項は，

この問題を扱っている。そのような履行のための立法に関する係争は，

必然的に国内裁判所に係属する。

　4．各加盟国において必ず生じてくる問題は，共同体法のある関連

規定制定以前の，もしくは以後の共同体法と国内法との抵触問題であ

る。欧州裁判所は，共同体法の優越原則を発展させ，これは各様の困

難をもっているものの，ほとんどの加盟国によって従われている。こ

の問題は，当然，国内裁判所においてもっとも厳しい形で生じてく

る。（6）

　このように，国内裁判所に極めて多く依存する制度にまつわる明白

（6）例えば，1砿伽づs’67∫07EoO％0吻10∠4が切7s　v．F70勉α9θ7∫6F7αηoo一　＿

　S％づss6‘％S葱，”May21，1971〔1972〕C。M．L．R．330（Belgian　Cour　五

　de　Cassation）；F70窺伽J　v．肱初Js渉67046JZθF伽α％08，December27，　ハ

　1973〔1974〕2C．M．LR，372（ltalianConstitutiona1Court）および
　1銘≠6”¢αガ07zσlo　E‘z7¢46Js9θs6πsoh4！％¢6E　vる　E勿z∫z6h7胃z6％4　『Vlo7■召Js・

　s観」6爺7（穿6吻漉鰯4F観6燗魏61．May29，1974〔1974〕2C　M．L．
　R・540（German　Federal　Constitutional　Court）を参照。
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な困難は，共同体法が，国内裁判所によって各様の仕方で適用される

結果，国ごとに相異なってしまう恐れのあることである。17）そこで第

177条は，共同体法の統一的解釈を保障する仕組みを定めている。欧

州裁判所は，この規定に基づぎ，当該条約および諸機関の行為〔81の解

釈，並びに後者の効力について先行判決を行なう管轄権を有するので

ある。問題は，国内裁判所により欧州裁判所へ付託される。第177条

は，国内裁判所と欧州裁判所との問におけるr明確な機能の分離に基

礎をおく」（91と言われている。共同体法を解釈し，その効力につき判

断を下すのが欧州裁判所であり，共同体法を適用するのが国内裁判所

である。⑳

　欧州裁判所は，しばしば第177条の目的を認識してきた。Mol々6z6」一

Z6魏7α16対∬乙4」Pσ惚7加解事件において，同裁判所は次のように

述べている。すなわち，r国内裁判所が第177条に基づく権利を行使

することにより，当裁判所は，当該条約が統一的に解釈されるように

留意することが可能となるのであり，したがって，各加盟国による条

約の統一的適用が確保されやすくなるのである。」働と。同じように，

五
五

（7）E1四Rεoo74s々4。v。CβS　U癬θ4K伽g40錫．L診4．〔1975〕1CM，L．R．

　285事件におけるグレアム判事：およびβ％」卿醐v．Boll初8’67（Thθ

　丁伽εs，20May，1975）事件におけるウイヅトフォード判事の意見を参

　照せよ。

（8）理事会および委員会の「行為」の各種類型については，EEC条約第

　189条を見よ。これらの機関はまた，他の措置による行為も可能であり，

　それについては，欧州裁判所が管轄権を有しうる。（RθE，R．T。ZL
　Co卿痂s5加v．Co％鯉1，22／70〔1971〕C。M．L　R．335．）

（9〉Cos如v．．E。ノV．EL，，6／64〔1964〕C．M』L．R．425atp。455。また，

　Sα18・o♂l　v．！匪翻s吻‘ゾFo吻8％T7σ46，13／68〔1969〕C．M．L。R．181

　を見よ。

⑩　β％伽67v。βoll初gθ7〔1974〕2All　E．R1266at　pp．1232－1233にお

　いて，デニング記録長官判事は，適用と解釈の間の区分を認めた。この区

　分はまた，！1ρρ110観o％46s　G砿S。イ4．v。F41々s％7伽3〃拡〔1974〕3

　Al1E．R．51atp．58およびE躍R660プ4s〃4。肌CBSU雇’64K初8－
　40卿〃4．〔1975〕1C．M。L．R．285においても，承認されている。

⑪　28／67〔1968〕C。M。L．R。187at　p。219．
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βosoh対P6G6郷事件においても，r解釈を統一させること一こ

れは第177条の目的である　　は，当該条約の適用が国内諸機関に委

ねられている場合に，特に重要である。」⑫）と述べられている。他のあ

る事件においては，欧州裁判所は，同裁判所規程（Statute）第20条に

基づく，各加盟国および共同体諸機関の審理への参加に関する手続に

言及して，それは，第177条の役割はr各加盟国内における共同体法

の解釈の統一を確保する」⑬ことであるという見解を支持するもので

あると述べている。

　欧州裁判所は，第177条に基づく管轄権を非常に広く解釈してい

る。同裁判所は，多くの機会に，その役割は共同体法を解釈すること，

もしくは，共同体法の有効性について述べることであって，それを具

体的事件に適用することではない，と宣明してきてはいるが，同裁判

所は，先行判決を（しばしば，争点となっている間題と厳密には関連

性を有しない事項について），共同体法を一般的に解釈するための機

会として，しばしばとらえている。Cos如対E．1V。E。L．事件では，

共同体法の優越性の問題についてあれほどの長さにわたって宣明する

ことは，実際上は必要ではなかったのである。本条の下での解釈に関

する欧州裁判所の判決は，しばしば，本案判決にも等しいくらいのも

のである。第177条に対する裁判所のアプ・一チを特徴づける柔軟性

の別例を挙げれば，裁判所は，本条に基づぎ提出される問題が特定の

なされ方で作成されることを必要としないとし，また，提出された問

題から，裁判所が管轄権を有する問題をふるい分けようと望むし，ま

た問題を独自に作成し直すことさえある。團この裁判所は，国内裁判

　⑫　13／61〔1962〕C．M．L．R．1at　p．27．　　　　　　　　　　　　　　五
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　四　σ3　Z）4Cos渉‘zθ1z　Soh‘zα盈θ．ZV．V＝v．ハ汚64671σ％4s8Bθ1σsガ％9α4”¢ルzづsかα蕗6，

　　28－30／62〔1963〕E。C。R．31atp．38。

　⑭Bosohv．．06G郷，s吻7α；『V伽G6n4θ％五〇〇3v．漉伽伽4sθ
　　！14解勿蕗5か4ガ6467β6」45あ％816％，26／62〔1963〕E」C．R。1；．乙47セoh％勿％6

　　磁漉7θv。1吻soh吻励4％UJ〃z，56／65〔1966〕C．M．L．R．357；Z）翻soh6

　　　　　　　　　　　　－11一



所の裁判官に解釈を求めさせるに至った理由に関心を払わないし，ま

た，その解釈が国内裁判所の裁判官に判決を下すことを可能にさせる

うえで必要であるか否かについても審理しない。㈲また，欧州裁判所

は，国内法が付託権に対して課そうとする制限につぎ，いかなるもの

も承認することを拒否する。㈲

　第177条第2項は，次のように規定している。

　　r前項に定める問題が，加盟国のいずれかの裁判所もしくは審判

　　所に提出され，当該裁判所もしくは審判所が，判決を下しうるた

　　めにはその問題についての判断が必要であると考える場合には，

　　欧州裁判所に対してその点につき判決を下すことを求めることが

　　でぎる。」

r前項に定める問題」という語句は，欧州裁判所が解釈と効力に関し

て判断を下す管轄権を有するものとする同条第1項の規定を受けてい

る。この第2項で難しい問題を提起している語句は，r当該裁判所も

しくは審判所が，判決を下しうるためには……判断が必要であると考

える場合には」およびr当該裁判所もしくは審判所は……求めること

ができる」という部分である。

　自らの判決が上訴に服せしめられている多くの国内裁判所は，問題

五

　G7媚解oρho％Gεs6JJso苑ガ渉励Hv．醜蜘一SB－Gゲoss甥α7肋G幼H，
　78／70〔1971〕C．M．L　R．631；Soh脚耀v．E7S≠、∫廊7（｝6舵♂46観4
　F％∫∫ε7”¢露渉εZ，　16／65　〔1966〕　C．M。L．R　172。

⑮Co吻v．E。1〉1E・L・．5砂7召；γ伽06κ46％Loo3，sゆ7α；Sσlgo露

　v．ハ伽づ3卿げ．Fo勉9％T7副6，s吻7α；∠4伽孟70sv．SO．PECO，20／64

　〔1965〕αM．L　R．159．これは，B麗1卿67v。βoJl初867at　p．1234で，

　デニング記録長官判事により承認された。
⑯　βos6h事件前掲；Oos如v．E．，〈孔E。L・，前掲IRhθ伽翅露hl6％刀露ss440げ

　v．E舛％h7一観4『Vlo7剛s3♂θZZoノ露7G6惚娩観4F観θ7痂翻，166／73

　and146／73〔1974〕1C。M。L。R・523を参照せよ。ただし，付託決定に
　対する上訴の効果につき，Chσ％6ZS44，v．C6ρθh4∬σ％481卿oσ！soh召ρカガ

　ノV。玖，31／68〔1971〕C。M．L　R．403および1～hθ初郷励Z6％一1）伽s6140げt，

　146／73〔1974〕1C．M．L．R523参照。
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を欧州裁判所へ付託すべきか否かについて，完全な自由裁量権がある

との見解を表明している。例えぽ，1966年12月に，フランクフルト・

アム・マインの行政裁判所は，下級裁判所には付託すべき一般的義務

はない，と判断した。（1の同裁判所は，その判断の依り処を，第177条

第2項の規定と，憲法事項についてはドイツ連邦憲法裁判所に対して

強制的に付託されるべぎ旨規定している同連邦共和国基本法第100条

の規定との対比に求めた。第177条第2項は，字面上，拘束力ある義

務を織り込んでいないので，下級裁判所には，一般的裁量権があると

推論されたのである。他の国内裁判所も，同一の結論に達しているが，

その理由は，いずれも説得力の弱いものである。

　この問題点は，欧州裁判所の決定を求めて，そこに直接に提起され

てきてはいないが，他の事項における同裁判所の推論を援用すること

によって，第177条第2項はそのような完全な自由裁量を認容するも

のではないという見解を形成することができる。同裁判所は，通常，

関係条約の条項を，その特定の趣旨と前後関係に照らして，また，当

該条約全体の目的に照らして解釈しようとしている。

　Co％≠づ％o班σl　Cα％事件において，同裁判所は，EEC条約第86条を

解釈するためには，同条のr精神」並びにr当該条約の体系および目

的」に依拠することが必要であると判断した。α8）公認されている第177

条の趣旨は，共同体法の統一的解釈である。各加盟国の下級裁判所が，

付託しないことにつき完全な自由裁量権を有しているとするのは，上

記趣旨に矛盾する。同時に，国内裁判所が独自に，当該条約または共

⑬　Verwaltungsgericht，Frankfurt－am－M。少December12，1966，Aus・　五

　senwirtschaftsdlenst　des　Betriebsberaters1967，67および5C．M．L．一

　Rev．1967－68，75．さらに，Verwaltmgsgericht，Frankfurt－am・M．，

　June15，1966〔1968〕C．ML　R．103も参照。
⑱　E％70ρ6〃z6αJl‘zg6Co7Pκ。ακ4Co勉初6％如l　C‘zκ　Oo・1勿o．v．E・C・

　Co勉吻ssづo％，6／72〔1973〕C．M．L．R199at　p。223。
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同体諸機関の行為を解釈することができるとすることもかかる趣旨に

合致しない。この場合に損われるのは，当該条項の趣旨のみならず共

同体の全法秩序でもあるのである。β％1窺醐対βollJn81群事件におい

て，デニング記録長官判事がEEC条約および共同体諸機関の行為の

解釈に対して適用されると認めた11窃目的論的解釈方法によれば，第177

条第2項は，国内裁判所に最小限の自由裁量しか認めていないのであ

って，国内裁判所が付託しないことを選択する場合には，独自に解釈

または有効性に関する判断をすることがないことを意味していると解

釈されねばならないのである。

　有名なCos厩対E．ノV．E．．L．事件において，欧州裁判所は，条約

の第5条第2項および第7条によって規定される諸目的を損わずに以

後の国内法に有利となるように，共同体法が各国ごとに異ることはで

きない，と判示した。本件は，以後の国内法に対する共同体法の優越

性に関するものであったが，この推論は，同時に存在する矛盾した解

釈もしくは有効性の判断に対しても等しく適用しうる。第5条第2項

では，加盟国は条約の諸目的の達成を危険にさらすいかなる手段も採

らないものと規定されている。欧州裁判所が行なう統一的解釈は，ま

さにそのことを達成しうるのである。

　第177条に基づいて，欧州裁判所は，解釈の問題ばかりでなく共同

体諸機関が執った行為の有効性の問題に関しても，先行判決を行なう

権限を有する。本条に基づいた違法性の判断は，一般的効力を有しな

い。すなわち，第173条に基づく判決がなすように，当該行為を無効

とはしないのである。当該行為は単にr国内裁判所における本訴の当

五

⑲　〔1974〕2All　E。R1226at　p。1237。さらに，イ4カρIJo漉Joκ46s　Gσ2

　S。A　v．Fα漉s％72∫αs〃拡〔1974〕3All　E．R，51at　pp．56－57およ

　びSoho7sohM6Jo7G卿δ∬v．π8％％Jn〔1975〕1Al1E．R，152atp．157
　参照。
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事者に関してのみ，その効力が否定される」囲にすぎない。Sohz槻7z6

事件における同裁判所の判決は，国内裁判所には共同体の行為の有効

性に関して判断を下すことが認められていないことをほのめかして，

r（第177条に対する）他のアプ・一チを採ると，実際のところ，国内

裁判所に共同体の行為の有効性に関して判決を下させることになって

しまうであろう。」と述べている。2心欧州裁判所には（第173条，第177

条のいずれに基づくにせよ）共同体の行為の有効性に関して判断を下

す専属的管轄権があることは，欧州石炭鉄鋼共同体条約に基づく共同

体の行為の有効性に関して，かかる有効性が国内裁判所における争点

であるときに先行判決を下すr独占管轄権」を欧州裁判所に対して明

示的に与えている欧州石炭鉄鋼共同体条約第41条と一致している。国

内裁判所はEEC条約に基づいて共同体の行為の有効性に関して判断

を下すことはできなくて，常にかかる問題を欧州裁判所に付託すべき

であると，類推によって主張することがでぎる。國もしこの見解が容

認されるとしたら，なぜ解釈の問題にも拡張してはいけ’ないのであろ

うか。

　自己の判決が上訴に服せしめられている国内裁判所には，この問題

についての限界のない裁量権（unfettered　discretion）はないという

⑳　　560hz〃σグ28▽。Eγ51よ　」6認プ06」〆6づ46％ヲ¢4　F％甜6グ卿」♂惚1，　16／65　〔1966〕

　C．M．L．R172at　p。185において，ガント法務官（Advocate－Genera1）

　による。

㈱　At　p。186。

㈱　もちろん，ECSC条約が欧州裁判所に対し専属的管轄権を「明示的」

　に与えているのに反して，EEC条約においてはそうではないと主張す

　ることができる。しかし欧州裁判所は，かかる主張をEEC条約の条項

　の趣旨に逆らうようにさせてはおかないと考えられる。Co痂鰐撹副　一
　Cσ％事件において，ECSC（条約）は合併統制の間題に関して別様に規　五
　定していると主張されたが，これはEEC条約第86条の解釈方法として　○

　は否認された◎一つの共同体条約は他を参照することにより解釈されう

　るという見解を支持する事件としては，耽70痂v．E。∠4。，9／56，Rec．
　IV，9，ya1・Vo1・2，457，とπ％吻δ」窃v・13θZgJσπS≠4渉θ，6／60，Rec・VI，

　1125，VaL　VoL2，817を参照。
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　ことを容認するとすれば，国内裁判所がまさに有している裁量権の限

　界が確定されなければならなくなる。もし欧州裁判所が，この点につ

　き従前の事件で判断を下していれば，付託の必要はない。もっとも，

　国内裁判所の裁判官が付託したいと思料するときには，それを妨げる

　理由は何らない。圏国内裁判所の裁判官が判決を下すためにその問題

　に関する判断四の要はないと考えるときには，付託しなくてよい。確

　かに，かかる事情下においては，加盟国の裁判官は付託をなすことが

　できないとの主張が可能とはなる。欧州裁判所は，このような主張を

　容認しはしない㈲が，イギリスの裁判所においては，それは十分な上

　訴事由となりうる。国内裁判所の裁判官の裁量権の範囲は，それとは

　違って，欧州裁判所によって，かかる問題の判断は下されてはいない

　が，従われるべき明確な指針が定立されている問題に限定されるべき

　　である，と考えられる。そのような場合は，まずほとんどないであろ

　　う。副次的または実益のない問題は付託されるべきではないといった

　見解は，支持し難い。共同体法に起因する多くの局面は，実際のとこ

　　ろ，技術的なものなので，副次的に映ってみえるようである。

　　第177条第3項は，最終審裁判所である国内裁判所について規定し

　　ている。同項は，

　　　　rその判決に対して国内法上何ら司法的救済手段の存在しないよ

　　　　うな，加盟国裁判所に係属中の事件において，いずれかのかかる

　　　問題が提起される場合には，上記裁判所は当該問題を欧州裁判所

　　　へ付託するものとする。」

　　と定めている。ここにrいずれかのかかる問題」といっているのは，

四　　　鱒　前掲Z》4Cos如6％Sohσ盈8事件。
九㈲コリソズは，23：LqLQ。（1974），840の848頁において，このこと

　　　　は，欧州裁判所ではなく，国内裁判所による判断に言及しているのであ
　　　　り，この点についてB認％礎対Bo砺％g67事件におけるデニング記録
　　　　長官判事の判決には，若干の混乱があると指摘している。

　　　鱒　12頁を見よ。
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第177条第2項の必要性の要件を取りこもうとして，同項に言及する

ものであると主張されうるであろうが，より自然な趣意としては，第

1項のみに言及しているのである。第2項のrかかる問題」と，第3

項のrいずれかのかかる問題」とを区別することからは，何の結論も

引き出されない。なぜなら，EECの最初の四つの言語においては，

これらの表記は同一であるからである。したがって，最終審裁判所は，

その問題についての判断が必要であると否とを問わず，付託すべき義

務を負っているのである。このことは，欧州裁判所の見解にも一致す

るようである。というのは，同裁判所は，最終審裁判所に関しては，

その問題について同裁判所の従前の判決が存在する場合にのみ，付託

の義務の例外を認めているからである。㈲しかしながら，この見解は

イギリス控訴院では採られていない・デニング記録長官判事鋤および

スティーヴンスン判事圏の両者とも，r必要性」の要件は，第177条

第3項の範疇に入る裁判所にも等しく適用になるという意見である。

　第177条のr問題」という語は，最終審裁判所による欧州裁判所へ

の強制的付託を回避するために，初めフランスで採用された方法を生

み出すこととなった。それは，「アクト・クレール（α惚61α舵）」と

して知られる法理である。この法理は，すなわち，もし意味が明確で

ある場合には争点となるr問題」はなんら存せず，したがって付託さ

㈲　D召Oo3如6％S6h44加事件，前掲。
eカB％」卿67対βoZl初g醐事件，1233頁，「解釈問題が・判決を下すため

　に『必要』である場合には，貴族院はそれをルクセンブルクの欧州裁判

　所へ付託しなけれぼならない。」　また1234頁の初めの部分を参照。

幽　同1239頁，「加盟国の裁判所が欧州裁判所に付託でき，またはある場

　合に付託しなければならない唯一の問題は，それについての判断が国内　＿

　裁判所の裁判官に判決を可能にさせるために必要であるような，第177　四
　条第1項に定められた法律問題である。」　また1240－1241頁を参照。　八

　「〔誤った解釈ではないと思うが解説を加えれば〕第177条第3項は，そ

　れが最終審裁判所である場合には，そこに係属中の事件において，『必

　要な』問題を欧州裁判所へ付託すべき義務を，その最終審裁判所に課し

　ているのである。」
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れるものは何もない，と言うにすぎない。Sh61186プzo事件㈲で，コ

ンセイユ・デタは，r問題」がr提出された」場合においてのみ裁判

所は付託義務を負うにすぎず，しかも，問題となる条文の意味もしく

は範囲につき疑問があり，かつ，事件の結末がその問題の解決によっ

て決まる場合においてのみ，そのような問題が提起されうるにすぎな

い，と述べている。後者の要件は，当該争点の決定が国内裁判所に判

決を下させるために必要であることを求めるのと同じである。既に示

されたように，この要件は最終審裁判所との関連で適用があるわけで

はない。rアクト・クレール」の法理が有する間題点は，意味に関し

て疑いがあるかどうかを決定するのは国内裁判所であるという点であ

る。既に何度も指摘されてきたように，この法理は第177条の全体的

体系を損い，その実益を奪ってしまうものである。働

　上記の分析から，欧州裁判所により発展させられた原理に導き出さ

れる第177条の解釈によれば，国内裁判所は，第177条の下でほとん

ど裁量権を有しないことが分かる。

最終審裁判所

　　第177条第3項は，rその判決に対して国内法上何ら司法的救済手

　　段の存在しない」ような裁判所に関わるものである。欧州裁判所は，

　　このことは国内における最高裁判所に言及しているばかりではなく，

　　どのような理由によるにせよ，その裁判所からのいかなる上訴もなし

四　　　鱒　R6Soo観6吻3．P6加1θs　Sh611－B6探o〔1964〕q　M。L．R．462．
七　　　⑬◎　「アクト・クレール」につき，更に，甜α’6v．Co7n誘（フランス破殿

　　　　院）〔1967〕C．M。L　R．351；忍θF7伽oh解40”’3P6％sづo％Sθ≠’」醐6％≠

　　　　（西ドィツ連邦社会裁判所）〔1971〕C．M．LR。530；Pepy〔1966〕Cαh267s

　　　　46P70」♂E％70ρ6θ％31；および，Chevallier，3（二M．L　Rev．（1965－

　　　　66），104を参照。
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えないような裁判所も含んでいると，既に認めている。⑳

　控訴院がこのような裁判所であるかどうかという問題が，イギリス

において起こっている。もし，控訴院か，または，上訴許可が得られ

ないときに，貴族院がその許可を与えるとしたら，幽控訴院の判決に

対してr司法的救済手段」が存在していることになる。そのような状

況においては，控訴院は第177条第2項に該当するように思われる。

しかし，もし上訴がなされないとしたら，控訴院はその場合には，そ

の判決に対していかなる救済手段も存在しないような裁判所となるの

で，したがって，第3項に該当するように思われる。（控訴院自身が

許可を与えようとする一おそらく決心がついているであろう一場

合を除けば）上訴が可能であるかどうかは控訴院における判決のあと

までわかりえないのであるから，ある場合には第2項が適用され，ま

たある場合には第3項が適用されるとすることは，明らかに不適当で

あろう。

　次の四つの解決方法よりいずれかが選択されるべきと思われる。

　　　1．控訴院の決定に対して司法的救済手段の可能性が存在する

　　のであるから，同院はすべての事情下において第177条第2項に

　　該当する。

　　　2．控訴院の決定に対しては何ら上訴権が存在しないので，同

　　院はすべての事情下において第177条第3項に該当する。

e⇒　前掲Ooε如v。Eハτ．E．L．事件。

e勿　1934年司法（上訴）法第1条参照。論議は，民事事件における上訴に

　基礎を置いている。1968年刑事上訴法に基づいて，（そこに共同体法上

　の論点が生じえないとはいえない）刑事事件の上訴においても，同様の　＿

　考慮があてはまる。ただし，控訴院が上訴を許可することを拒みはする　四

　が，公衆にとって重要な法律上の論点が存在することを保証しているよ　ハ

　うなときには，貴族院にとっては上訴許可を与えることがなお必要とさ

　れるのであるから，上記の分析においては，これは控訴院のみによる上

　訴の許可を与えることの単純な拒絶と同じであり，除かれるものとす

　るo
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　　　　3．控訴院は，自ら上訴許可をなそうとした場合には自己を第

　　　177条第2項に該当するとみなしうるが，それ以外の場合には，

　　　貴族院が許可をなしうることとはかかわりなく，第177条第3項

　　　に該当する。

　　　　4．控訴院，貴族院の双方とも上訴許可をしない場合には，控

　　　訴院は，それ以前は第177条第2項の範疇にあったが，遡及的に

　　　第177条第3項に該当する裁判所となる。この解決方法にまつわ

　　　る困難は現在控訴院において再審理の可能性のないことである。

　　この問題に対する答は，もちろん第177条第3項の解釈の内に存在

　　している。もし裁量権に関して上に述べた基準が適用されるとするな

　　らば，第2番目の解決方法が採用されるであろうと思われる。これは

　第177条の趣旨を達成する上で最も確実な方法であろう。

　　B％1卿67対Boll伽g召7事件において，デニング記録長官判事は，上

　　に掲げた第一の解決方法を支持する判断を行なっている。

　　　　r貴族院において，条約の解釈に関して問題が提起される場合に

　　　は，……貴族院は，その問題を欧州裁判所へ付託する義務を負

　　　う。……しかし貴族院を除いて，その他のイギリスのいかなる裁

　　　判所も，在ルクセンブルクの欧州裁判所に問題を付託すべぎ義務

　　　を負わない。」

　　スティーヴンスン判事は，一スタンプ判事も彼に同意しているので

　　あるが　　それほどの明確さはなく，この問題を未解決のままにして

　　いる。

　　　　rのみならず，われわれは，控訴院の判決に対して，許可を得る

四　　　ことなく上訴する権利が存しない場合が，第177条第3項に該当
五

　　　するか否かを決定する必要もない。しかし，今後も議論を続けて

　　　ゆかなけれぱ，控訴院が，貴族院と同様の義務を負うと想定する

　　　ことも，イギリスの裁判所審級制度において貴族院が，イギリス

　　　　　　　　　　　　　　ー20一



　　法の下で，rその判決に対していかなる司法的救済手段も存しな

　　い』唯一の裁判所であるとするデニング記録長官判事に同意する

　　ことも，不可能であろうと思われる。」

この問題は依然として未解決である。それは，基本的には第177条の解

釈問題であるので，欧州裁判所へ・一般的文言で付託されうるであろう。

　前に主張した第177条第2項の解釈が採用されるならば，下級審裁

判所が享有する自由裁量は厳密に制限されるので，問題はそれほど重

要もしくは困難ではなくなる。しかしなお，この問題は重要さを失わ

ないであろう。なぜなら，最終審裁判所は，この問題の決定が，判決

を下すことを可能にするために必要ではない場合であっても，付託し

なければならないからである。

Bπ」那θr対Bo鷹πgθr事件一詳細な検討

　β％1郷67対Boll伽967事件において採用された裁量問題に関する態

度が，全面的には正当ではなかったということは，上述の分析からう

かがえるであろう。ここで本件について，若干子細にわたって検討し

なければならない。

　デニング記録長官判事は，付託すべきか否かの裁量に関する分析を

はじめるにあたり，次のように述べている。

　　r条約を解釈する任務において，イギリスの裁判官は，もはや最

　　終的権威者ではない。彼らは，もはやこの分野の法を自らの思う

　　にまかせられなくなった。彼らは，拘束力ある決定を下す地位に　四
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　四
　　はもはやないのである。条約を解釈する最高位の法廷は在ルクセ

　　ンブルクの欧州裁判所である。」倒

　鱒　〔1974〕2All　E・R1226at　p・1232・
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　　スティーヴソスン判事も，r第177条は，欧州裁判所が言うように，

　r共同体法の統一的な司法的解釈を守るための手続を規定するもので

　ある』（500」‘zl6％zz61短7勿zgs6α％ゐv．∬．ノ㌃∂4，z467y診6h渉〔1968〕

　C．M．LR．151atp．161）」と考えた。図しかし，どちらの裁判官も，

　以前に第177条の分析においてなされた推論を，これらの言葉から引

　　き出してはいない。デニング記録長官判事によれば，イギリスの裁判

　所が付託をなすことについては前提条件があり，それは，問題に関す

　　る欧州裁判所の判断が判決をなす上で必要でなけれぱならない，とい

　　うものである。彼は，また，最終審裁判所以外のイギリスの各裁判所

　は，この問題について完全な裁量権を有している，という見解を持っ

　ている。イギリスの裁判官に指標を与えるために，デニング判事は，

　判断が必要かどうかという点，および，裁量権の行使という点の両方

　について指針を示した。これらの指針は，第177条に従ってなされる

　付託問題に関して，他国の国内裁判所により採られている種々のアプ

　　ローチに基づくものであった。そのような考え方を考慮に入れること

　が正しいと認めることは難しい。それらの多くは，第177条の目的と

　性格についての誤認に基づいているし，デニング記録長官判事の幾分

　誤った見解を裏付けることに奉仕するのみである。欧州裁判所の見解

　だけが，第177条の解釈に関連性を有する。共同体法の諸問題に関す

　　る他国の国内裁判所の諸判決は，欧州共同体法の効力によって我が国

　　の法秩序の一部となっているわけではない。それらが説得的権威をも

　つと考えるのも困難である。

　　欧州裁判所の判断が必要かどうかに関して，デニング判事により四

四　つの指針が示された。岡（i）論点が確定的なものでなければならない。

　　（ii）実質的に同じ論点に関する欧州裁判所の以前の判決に，イギリス

Gゆ　　∫δ」4。　at　p。1241。

鱒乃」4．atPP．1224－123巳

一22一



の裁判所は従うことができる。ただし，このことにより付託が妨げら

れるものではない。（i圭i）イギリスの裁判所は，論点が相当に明確かつ

疑問の余地がないと観ることがでぎる。（iv）事実がまず最初に決定さ

れなければならない。（i）と（玉v）のみが，国内裁判所による判断が論

点に関して必要であるかどうかの問題にかかわってくるように思われ

る。前に指摘されたように，岡言及される判断が国内裁判所の裁判官

のものであって，欧州裁判所のものでないことを認識しないことによ

り，混乱が生ずる。しかし，指針（ii）は，欧州裁判所自体が示してぎ

ているものであるから，働これについては問題はない。指針の（i）と

（iv）は不当に制約的であるように思われる。（i）に従えば，判決をな

すこと以上のものはあってはならない。（iv）に従えば，公判をかなり

短縮しうる予備的な論点は，そのような行為は単にr便宜的」なもの

であって必要的なものではないであろうから，付託することはできな

い。スティーヴンスン判事は，この点について意見を同じくする。圏

四つの指針中最も危険なものは，明らかに，（iii），すなわち，あの有

名だが多くの批判があるフランス法のrアクト・クレール」法理であ

る。自分の承認でそれをおおい隠すことにより，デニング記録長官判

事は，論点が明確であるから解釈の問題は存しないことを決定すると

いうもっともらしい手段で，付託を回避しようとしている。この方法

は，後に考察するS6ho7s6h1晩667対π6％吻％事件で用いられた方

法であるように思われる。

　デニング記録長官判事およびスティーヴンスン判事の判決がともに

意味するところによれば，事件の諸事実が認定されるまで付託は

なされるべきではないから，中間訴訟手続において付託はありえな 四

㈲　前掲16頁注¢φ，およびそこで引用されている論文参照。

eり．DσCos如6％Sohσ吻2V。玩v．地伽1伽4s6．8θ」σs枷9α伽禰s拗」2θ
　〔1963〕C。M。L、R．224．

爾　〔1974〕2AII　E．R．1226at　p．1240．
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い。四グレアム判事は，L伽伽扉伽1膨鷹h伽対G郷％hα漉L伽6％一

扉伽．L鼠事件㈹において，付託する権限は訴訟事件のいかなる特定

の段階にも限定されるべきではないと述べて，これと対立する見解を

採った。B％1卿群対Boll初8167事件においてとられた態度は，工業所

有権に関する訴訟の多くが中間訴訟手続段階＠より先には進まず，そ

こでしばしば事件が解決されたものとみなされるという事実を考慮に

入れてはいない。

　中間訴訟手続における第177条第3項に基づく付託に関し，スティ

ーヴンスン判事は次のように述べた。

　　rわれわれは，第177条第3項が，付託が認められないことに対

　　する上訴が予備的もしくは中間訴訟手続段階において提起された

　　最終審裁判所に適用されるかどうかにつき判断を下す必要はない

　　　・しかし第177条第2項を無意味なものとしたり，もしくは空

　　文化するように，第177条第3項を解釈しないよ『うに用心しなけ

　　ればならない。紛」

この言葉によって，彼は，当該訴訟手続が，性質上中間的であるかど

うか，いずれであるにせよ，第177条第3項に基づく付託義務が負わ

されると言っているものと考えられる。

四

㈲　デニソグ判事は（同上1238頁），裁量による救済に関する訴訟手続に

　おいては（B躍卿67対βolJ勉9167における訴は宣言的判決を求めるもの

　であった），その点に関する判決は「必要」ではありえないという見解

　でもあった◎これに従うのは難しいように思われる。裁判官は救済を与

　えるに際し，その裁量権を行使しうる前に，いかなる法が存在している

　のかを知る必要がある。

㈹　〔1974〕1C。M。L。R．1。

＠∠4勉87づ04πCン4％吻4Co。対E≠hづoo％〃4．事件〔1975〕1AllE．R．

　504における貴族院の判決の後，中間差止命令が当然に得やすくなるこ

　とが指摘されなければならない。それ故，そのような付託はその段階に

　おいてなされうるし，また多くの事件においてなされなければならない

　ことを確立することが，更に一層重要である。

㈲　〔1974〕2All　E・R1226at　p・1241・
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　裁量権の行使について，デニング記録長官判事は，裁判官が斜酌す

べき幾つかの考慮事由を挙げている。すなわち，（i）遅廷，（ii）欧州

裁判所への過重な負担，（iii）質問事項の明確な構成，（iv）問題点の

困難性と重要性，（V）経費，（vi）当事者の要求，以上である。支持す

るものとして引用された事件もまた，主に国内裁判所の判決である。

このような考慮事由の効果は，不当にも付託を回避させるものであり，

そのほとんどは，特に（i），（ii）および（iv）は，欧州裁判所の先例が

ない。爾欧州裁判所が，（iii）につきそれほど重要ではないとみなして

いることは上述されている。（iv）につぎ，デニング判事は，多くの事

件において，イギリスの裁判官は解釈の問題点について自ら判断を下

しうるとみなしている事実を，彼の意見を支持するものとして引用し

た。このことがいかに首尾よくなされてきたかについては，以下で明

らかにされるであろう。彼らがそうしなければならなかったかどうか

については既に検討してきた。国内裁判所の裁判官が，問題点の困難

性と重要性について必ずしも最良の判断を下すとはいえない。㈲

　他方，スティーヴンスン判事は，付託権が控え目にrかつ重大な疑

問または困難がある場合にのみ」鶴行使されるべぎであって，詳細に

わたる指針は定立されるべきではないと判断した。しかしながら，彼

は同時に若干矛盾する形で事実審裁判官に対し，第177条の趣旨を念

頭に置くべく助言を与えている。

　デニング記録長官判事およびスティーヴンスン判事は双方とも，下

　鱒　’V伽P％y％対πo耀0炉oβ事件〔1974〕1C．M。L　R．347，358頁に

　　おいて，ペニクィック副大法官は，欧州裁判所に過重な負担をかけるか

　　どうかが正当な考慮事由であるか疑問であるとしている。　　　　　　　＿

　㈲　デニソグ記録長官判事は，下級審裁判所と貴族院の諸義務を対照する　四
　　にあたり，同様に主張している。すなわち，「下級審裁判所における問題　○

　　点は，欧州裁判所をわずらわせるに価しないかもしれない」（同上1233

　　頁）と。その意見に真実味が乏しいことは，欧州裁判所のリーディング・

　　ケースの幾つかをしばらく熟読すれば理解することができる。

　㈹1醐，σ≠P．1241．
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級審裁判所は付託の問題に関して完全な裁量権を有するとの主張を支

持するものとして，Rh6初郷露hl6％1）伽s6140げ事件㈲を引用してい

る。㈲しかしながら，当該事件は，下級審裁判所が欧州裁判所に対し

て問題事項を付託する権利が特定の国内法原則によって制約されうる

かどうかの問題を取扱ったものである。欧州裁判所は以下のように判

断したのであった。

　　r下位（inferior）裁判所は，法律問題に関して上位（superior）

　　裁判所の判決に拘束されるとの国内法原則によって，その判決に

　　かかわっている共同体法の解釈問題について欧州裁判所に付託す

　　る権限を奪われえない。」㈱

このように，欧州裁判所は，裁量権の現実の行使ではなく，その制約

を取扱ったのである。したがって，当該事件は，国内裁判所が選択す

る場合はいつでも，付託をなさなくてもよいという見解を支持するも

のとして引用される余地はないのである。上記の事件における欧州裁

判所の判決には，第177条の趣旨に関する重要な言明が包含されてい

るのであり，それは私の分析を支持するものであろう。適切にもその

判決には更に以下のことが補足されている。

　　r結果として，もしかように組織化された制度中にギャップがあ

　　るとなれば，EEC条約および第二次的共同体法の諸規定の効力

　　は損われることになるであろう。」㈲

　スティーヴンスン判事が，付託の拒絶に対して上訴することを当事

者に認めるのは，事実審裁判官の裁量に拘束を加えるに等しい，とい

九

＠③　　ノ～h6」銘〃z露hl6％Z）窃ss6140げv．EVS≠。プ死7　G6渉z擁4θz6％4F％が67卿露！61，

　146and166／73〔1974〕1qM。L．R．523．事件166／73における判決
　は，黙示的に言及されたものである。

㈲　〔1974〕2All　E　R・1226at　pp・1233and1239・

幽　〔1974〕1C．M．L．R．523at　p。577。

爾1魏。
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う主張を採らなかったのは全く正当である。⑳彼は，当事者に上訴権

を付与することは，裁判官の裁量を行なう権限を制限するものではな

いこと，すなわち，控訴院は，かかる裁量権の行使がr非司法的，不

当もしくは違法である場合には」60それを常に自由に是正することが

できる，と述べている。

　またスティーヴンスン判事は，その判決の中で，権限と義務との区

別を証明するためRo　Bσ初7事件6勿を引用している。彼が言及した

コットン判事の言葉は，以下のように，その全体にわたって引用され

た方が得策であったであろう。

　　「私は，ある場合においては『できる』（may）が『しなければ

　　ならない』（must）を意味するということによって，大きな誤解

　　がもたらされていると思う。それは，英語がその意味を維持する

　　限り，rしなければならない』を意味することは決してありえな

　　いのであって，むしろそれは権限を付与するものである。しかる

　　後に，rできる』という文言によって裁判官に権限が与えられて

　　いる場合において，それが，その権限を行使すべき義務に化体す

　　るのはいかなる場合であるかということが，問題になるであろ

　　う。」鰯

したがって，第177条第2項の下において付託する義務があるという

よりはむしろ権限が存在する，と主張するのでは不充分であることが

理解される。すなわち，いかなる状況において，その権限を行使すべ

き義務が存在するのか，ということも検討されねばならないのであ

る。

　B％1甥67対Boll初9群事件において，被告は，特定のEECの関三
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　八
6◎　〔1974〕2All　E・R．1226at　p・1242。

⑳1δづ4。

62　　（1890）　44　Ch。1）．262。

鰯乃」4，atp。270。
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　　連規則の解釈のみならず，次のような問題についても付託することを

　　要求したのである。すなわち，

　　　　rEEC条約第177条の正しい解釈に依拠するならば，加盟国の

　　　国内裁判所は，欧州裁判所の先決例が存在しないときには，上記

　　　第177条により，本件において提起されたような問題を欧州裁判

　　　所へ付託することを義務付けられていない場合であっても，それ

　　　を付託すべきであるか否か。」

　　という問題である。デニング記録長官判事もスティーヴンスン判事も

　　共に，この問題は，純粋に国内裁判所の取扱うべき領域であるのであ

　　るから，付託するには適当な問題ではないという見解を採った。デニ

　　ング記録長官判事は，国内裁判所に対して，いかなるときに問題を付

　　託し，いかなるときにそうすべきではないかについて，何らかの指針

　　もしくは助言を与えることは，欧州裁判所の行なうことではない，と

　　考えた。劔また彼は，かかる問題を間うことは必要ではないとも考えた。

　　他方，スティーヴンスン判事は，この問題は，第177条の解釈の問題

　　ではないのであって，その実際上の適用の問題であるから，欧州裁判

　　所が取扱うものではない，と考えた。6⇔解釈と適用との間の境界線は，

　　しばしば曖昧なものである。他の裁判官ならぽ，この問題を，何の疑

　　いもなく解釈問題であると考えたであろう。仮に，この問題が付託さ

　　れていたならば，欧州裁判所は，第177条の正しい意味について，国

　　内裁判所に貴重な指針を示してくれたであろうし，恐らく，上述した

　　ような解釈に達していたであろう。欧州裁判所が，第177条に関する

　　問題を受理するにやぶさかでないことは，Rh66％瑠hl伽Z）窃ss6140げ

三　事件からもうかがい知れる。60
七

6ゆ　〔1974〕2All　E・R。1226at　p・1238．

6◎　1扉4．at　p．1240．

㈲　146および166／73の両事件。前掲26頁注㈹参照。
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第177条に対するその他の反応

　今日まで，イギリスの裁判所から欧州裁判所に対して，ただ一度の

付託がなされたのみである。oの殉碗彫％銘P鰐銘対Ho吻06膨66

事件鮒は，労働者の自由移動に関する共同体諸規定の適用を求めるオ

ランダの精神衛生工学者に関する事件であった。この事件は共同体法，

すなわちEEc条約第48条に加えて，（EEc）施行規則1612／68およ

び公序良俗（public　policy）に関するEEC命令64／221の間題点に

もっぱらかかわっていた。サー・ジョン・ペニクィック判事は，第48

条と当該命令とにより解釈問題が生じて，自分が判決を下しうるため

には，この問題に対する決定が不可欠であると考えた。更に彼は次の

ように述べた。すなわち，

　　r実際，そのような決定なくしては，判決を下すことは全く不可

　能であろう。そうであるならば，きっとこの問題に関する先行判

　決を下すことを欧州裁判所に求めることにより，自己の裁量権を

　行使すべきであろうと思われる。御」

と。このように彼は，その問題に関する決定が自分が判決を下すため

に極めて重要不可欠であったとぎでさえ，自分は裁量権を有していた

と認めているようである。しかし，rすべぎ」という言葉を使ってい

ることから，彼がこのような状況においては，自分がある種の付託義

務を負っていると考えていたことがわかる。

　この事件における付託がなされた当時，第48条の直接適用性に関し　一

　60　しかし，現在では二番めのそのような付託であるE躍Rθooグ4s　L鼠　ハ

　　v．CBS　Uπ舵4K伽940卿L鼠〔1975〕1C．M。L　R285参照。〔付託
　　数については，本文末尾の訳者注を参照されたい。＝訳者〕

　68　〔1974〕1C・M・L・R347・

　6窃乃σ4。atpP．357－358・
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ては，欧州裁判所の決定はなかった。それは，のちになされることに

なっていた。㊨①このようにペニクィック副大法官にとって，第48条を

自ら解釈すること，および，それが国内裁判所において強行されうる

ような諸権利を個々人に与えるような性質のものであるかどうか決定

することは，大きな（また第177条についての上記の解釈によれば，

彼には許されていなかったような）前進であったであろう。更に，問

題になっている命令の直接の有効性に関し決定を下させることは，彼

にとって一層大きな前進であったであろう。というのは，欧州裁判所

により，そのような命令が一体直接の効果を持ちうるか，明白に判断

が下されたことはなかったからである。㈹このように，欧州裁判所が

『V伽Z九卿事件を取扱うことになるまでには，第48条の直接適用性

は既に決定されていたという事実にもかかわらず，この付託は，欧州

裁判所に命令一般の直接の効果およびEEC命令64／221第3条におけ

る「個人的行為」という言葉の解釈について意見を述べる重要な機会

を与えた。勧このようにペニクィック副大法官の行為により，係属中

の特定の事件において援助が与えられ，また共同体法一般の推進がな

されるに至った。彼はまた，イギリスの裁判所による第48条および当

該命令の一方的な解釈が，欧州裁判所により，もしくは他の加盟国の

国内裁判所によってなされる，他の解釈とさえ衝突したかもしれない

危険を避けたのである。

　問題を厳密にどう記述すべきかに関し高等法院は％錫Z劾卿事件

において多大の苦慮と努力を払った。鱒上に指摘したように，欧州裁

五

㊨①　Co卿吻ssづo％v．Fグ伽08，167／73〔1974〕2C．M。L．R．216．

㈹　F7催z　G7α4v．F魏醜gα解≠T7α観s≠癩，9／70〔1971〕C．M。L．R1

　およびS。！1．C．E。肌∫如1毎％M初づs≠矧げF伽4郷θ，33／70〔1971〕

　C．M。L．R123参照。
勧　事件41／74，「％％D％卿v．∬o卿60吻06〔1975〕1C．M．L　R．1参照。

鱒　このことは，〔1974〕1C。M、L．R347の359～365頁のところで完全

　に収録されている。
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判所はかかる事柄にはさしたる関心は抱かないのである。すなわち，

問題が解釈問題として正しく記述されていなくとも，回答しうる諸問

題を選り分け，かつそれらを構成し直すであろう。㊨心

　S6ho7soh1吻∫醐（｝吻6丑対π6朋吻事件において，控訴院は，共

同体法の直接適用性および欧州裁判所への付託問題に対し，一層消極

的な態度を採った。6◎EEC条約第106条に基づくこの上訴は，イギリ

スの裁判所が外国通貨（本件においてはドイツマルク）による判決を

下しえないとする県裁判所の判断に対するものであった。当該県裁判

所の裁判官は，第106条がこの主題に関するイギリス法に何ら関わり

を有しないと判示し，間題を欧州裁判所へ付託することを拒絶したの

であった。㈹これに対して控訴院は，多数意見により，イギリス法は

現在において，EEC条約を離れて，外国通貨による判決を下すこと

を認めるものであると判示した。しかし同時に，三人の裁判官は全員

一致で次のようにも判示した。すなわち，今や第106条に基づいて，

ある加盟国の債権者が有利となるようにその加盟国の通貨で判決を下

しうると，デニング記録長官判事は以下のように述べている。r解釈

問題を在ルクセンブルク欧州裁判所へ付託する必要は何らない。われ

われは，自分自身でそれを処理できるのである。」勧

　第106条は制約のない規定ではない。当該規定に基づけば，なるほ

ど，加盟国はr商品，役務，もしくは資本の移動に関連する支払い，

並びに資本および収入の送金を，債権者または受取人が居住する加盟

国の通貨により」行なうのを許可する義務を負っている。しかし，こ

㈱　前掲11頁注αφ参照。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一

鱒　〔1975〕1All　E．R．152．控訴院は，1協」毎鬼90s　v．06079召F7σ励　三
　（71疏躍6s）々拡〔1975〕1AllE．R．1076においてこの態度を踏襲した。　四

　ただし，共同体法の問題についてはこれ以上の言及はなかった。貴族院

　に対する上訴許可が認められた。

㈹〔1974〕3C％7プ翻L4”，§24．

劒　〔1975〕1All　E．R152at　p．157．
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のことは，rこの条約に従って，加盟国間の商品，役務，資本および

人の移動が自由化されてきている範囲」に限ってということでしかな

いのである。加盟条約の全規定が必ずしも，個人に対し国内裁判所に

おいて依拠しうる諸権利を付与しているという意味において，直接適

用性を有するわけではない。第106条がかかる権利を付与するものな

のかは決して明確ではない。控訴院は当該条項の解釈に関して，欧州

裁判所に付託をなすべきであった。そうしなかったのであれば，裁判

官は，少なくともこの条項の解釈に当って，しかるべき試みをなすべ

きであった。欧州裁判所が，ある条項の直接適用性を決定する上で多

様な基準を定立してきているのに，網それを適用する試みは全くなか

った。彼等（デニング記録長官判事，同判事の意見に同意したフォス

ター判事，およびロートン判事）は，上に引用した但書を考慮に入れ

ようとはしなかった。したがって，第106条がどの範囲で直接適用性

を有するのか，彼等の判決文からは明白でないのである。商品の自由

移動に関する場合にのみなのか。それとも役務，人および資本に関す

る場合にもそうなのか。また，商品の自由移動（彼等の判決文がこ

のことに限定されていると仮定した場合）が，加入議定書（Actof

Accession）に基づいて，新加盟国と原加盟国との間で自由化されて

いる程度に関する検討もなかった。

　デニング記録長官判事は，EEC条約中の直接適用になる規定と，、

直接適用にはならない規定とを区別してはいない。

　　rそれ〔・一マ条約〕は，国会制定法によってイギリス法の一部

　　となっている。それは，加盟国相互間においてのみならず，市民

　　と加盟国との間においても，更には一般市民相互間においても，

㊨＄　とりわけ，次の判例参照。％％G6％46％LoOS　V．．〈汚64671伽4S6∠44一

　郷鰯s吻舵4θ〆β吻sJづπg6％，26／62〔1963〕C．ML　R1051Cos’αv。

E四EZ，6／64〔1964〕C．M．L．R．425；and　L％痂o肋v．丑Zン4S4776Lo酪，

　57／65〔1971〕C．M．L．R。674。
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　権利と義務とを創設している。また，国内裁判所は，これらの権

　利と義務を強行しうるのである。」㊨9

同判事は，上のことを述べるために％％G醜4醐．Loos事件⑩を引

用しているが，この事件は，そのような一般的宣明のための先例とは

ならない。当該事件は，EEC条約第12条についての考察に限定され

ている。それは，この条約の一か条の直接適用性に関する厳格な基準

（この基準はその後若干修正されたのであるが）を定立しているので

ある。デニング判事は，それ以上直接適用性という専門事項を考察す

ることなく，第106条の趣旨の検討に移っている。同判事は，それを，

rある加盟国の債権者が，引渡した商品の代金を，為替相場の変動に

よる妨げまたは制約を受けることなく，一それが契約上の通貨であ

るならば一自国の通貨によって受領することを保障すること」⑳で

あると判断している。デニング記録長官判事が，直接適用性の法理の

複雑な構成を認識しなかったとは，考えられない。彼は，以前に（｝砿

事件⑫においてこの問題を取扱っているが，そこでは，EEC条約第

85条および第86条の直接適用性について，わずかながらもより徹底し

た仕方で考察している。

　他方，ロートン判事は，この論点に触れることを全く避けている。

彼は，EEC条約が1972年欧州共同体法によって，イギリス法の一部

になったのであるから，第106条は国内裁判所によって適用されなけ

れぼならない，と述べることで満足している。

　しかしながら，S6ho7s6h磁伽事件の判決は，恐らく，rアクト・

クレール」の法理の巧妙なる適用形態であろう。イギリスの裁判官は，

鋤　〔1975〕1All　E．R．152at　p。157．

㈲　前掲注6＄を参照。

㈲　〔1975〕1All　E　R。152at　p．157．

⑳　！1ヵ1）IJ‘4蕗oπ46ε0σ2S．ZL　v．E召1々3距7露43〃4。〔1974〕3All　E。R，

　51．
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欧州裁判所への付託を回避するために，自ら条約規定を解釈するのみ

ならず，包含されている問題点に対して目をつぶろうとするのであ

る。

　この他の報告されたイギリスの事件で，今までのところただ一つの

事件（72a）において，欧州裁判所への付託の可能性の問題が提起されて

いる。L伽6％67〃％1協初oh6％対G7％％加ll6加9671％渉67％観伽σ1

．窃4．事件¢3において，詐称通用（passing・off）訴訟の被告は，EEC

条約第36条に依拠しようとし，欧州裁判所に付託をなすように要求し

た。グレアム判事は，自ら判決を下すためには，そのような指針は必

要ではないと考えた。彼は，条約の関係諸条項についての自己の解釈

および諸先決例に依拠し，それらのいずれにおいても，彼が差止命令

を認めるのを妨げるものは何もないと判断した。EECにおける工業

所有権法が，グレアム判事が考えた程，明確なものではないというこ

とは，欧州裁判所の最近の先行判決⑳からうかがい知れる。

　グレアム判事は，裁量権という問題に関して，彼が付託するかしな

いかに．ついての完全な裁量権を有しており，もし付託しないならば，

共同体法の難解で不確実な領域でさえ，自ら解釈することができると

いう見解を採っていたように思われる。彼は次のように述べた。すな

わち，r私が思うには，もし，本件においてEEC条約のある条項の解

釈に関する指針の必要性を感じ，そのような指針が自己の判決にとっ

て不可欠であるならば，私は欧州裁判所にその問題を何ものにも拘束

（72a）R　v．S600hづ（Marylebone　Magistrates’Court）〔1975〕1C。M．

　L．R．383．

㈲　〔1974〕1C。M．L．R．1。

㈲　％％Z卿伽F7278s　v．Eα8’∠4。0．，192／73〔1974〕2C．M．L．R．127

　およびC6窺7砺α7卿E’Vlα％4∠4κo≠hθ7v．5’67」初gZ）7％8’∫％o・，およ

　びC6％かの1α7解β』Vl4κ414％o∫h67v．砺伽醜70ρB。玖，15and16／74

　〔1974〕2C．M．L　R．480を参照。
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されることなく，付託する権限を有している。」㊨と。しかしながら，

注意されなければならないのは，B％1”Zε7対Boll初g67事件における

デニング記録長官判事とは異なり，グレアム判事の見解は，付託する

権限は訴訟事件のいかなる特定の段階にも限定されない，というもの

であったことである。

　共同体法に関わる諸問題が提出されたその他の事件において，欧州

裁判所に対する付託の可能性が，両当事者によって，もしくは裁判官

によって論じられることはなかった。それにもかかわらず，それらす

べての事件において，欧州裁判所による先行判決は，争点となってい

る共同体法の問題を考慮する際に，国内裁判所の裁判官の役に立つも

のであったであろう。確かに，共同体法の問題点は一般的にイギリス

法の問題点に付加されたものとみなされていたので，それに関する判

断が，判決が下されうるためにどうしても必要であるということはで

きない。それ故，先にあげられた基準に基づいてさえ，付託義務は存

在しなかったのである。しかし，既に述べてきたように，このように

考えても，先行判決に対する要求を妨げることにはならない。E∬o

．P6渉7016％吻．L≠4．対K初g3～〃0041砿0≠OZS事件㈹において，正確な言葉

で述べられた論点は，規則第17号の第25条に基づくr加盟協定」の立

場を明らかにするような先行判決を導いたようである。M初％so如

M魏吻g伽41吻％碗6伽7初8』Co吻碗夕事件㈲において，付託は工

業所有権法の混乱状態を明確にするのに役立ったであろう。P700召ss64

施9吻61d｝70ω6zs・4sso6鰯づo％五伽漉4対Co〃z郷∫ssづo％67s‘ゾC％s・

加規s㈱4E珈s6事件㈹は，付託がなされるべきであったことが明ら

㈹　〔1974〕1q　M．L　R．1at　p。9。

㈹　〔1973〕3All　E，R、1057．

㈲ハ4伽％θso如！協％初9’伽41吻％顔鰯綱％gCo・v㌔06θρ7θs勘グoカε

〃4．〔1973〕C．M。LR．259。

㈹〔1974〕1C。M。LR．113。
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かな事件であった。この事件において，リーズ付加価値税裁判所は，

欧州裁判所にその問題を付託すべきかどうか考慮することすらしない

で，付加価値税命令（VAT　Directive）を解釈したのである。

　現在までの第177条に関するイギリスの裁判所の記録は，％％

D鰐％事件（78a）の顕著な例外を除けば，印象的なものではない。国内

裁判所の側に不合理な付託をしぶる態度があるのか，あるいは，欧州

裁判所に対する付託が必要であることが全く認識されていないかのい

ずれかであるように思われる。

む　す　び

　　　かつてサー・クリストファー・ソウムズは，欧州共同体が，素人に

　　とっては悪夢であるが，法律家にとっては天国であると語った。それ

　　にもかかわらず，現在連合王国がその一員となっている新しい法秩序

　　は，大部分のイギリスの法律家に，悪夢にも似た特性を提供している。

　　共同体法の問題を判別できるようになるという最初の困難は別として，

　　これらの特性に打ち勝つ方法の一つは，欧州裁判所が共同体法の解釈

　　と効力に関して判断を下す管轄権を行使する機会を十分もちうるよう，

　　国内の裁判所が第177条のメカニズムを適正に利用することによるも

　　のである。イギリスの裁判所が共同体法を自ら解釈するためには非常

　　に限られた管轄権しか有していないことを認めるのは，特に重要であ

　　る。欧州裁判所が以前に判断を下した間題点に関してであっても，も

二　しそれが誤っていると思われるならば，付託はなされるべきである。
九

　　というのは，欧州裁判所は，進んで自ら破棄すると明言しているから

（78a）E盟R召oo743　”4．v．CβS　U勉’64　K伽840郷L≠4．〔1975〕1

　C。M．LR285も参照。
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である。四

　もちろん，諸問題を付託すべぎ義務があるか否かという問題は，結

局は政策的なものである。第169条に基づく委員会による訴訟を除け

ば，鋤その裁判所が付託することを認めない加盟国に加えられる制裁

は存在していない。個人は，諸問題を欧州裁判所に直接付託すること

はできない。8ゆ彼が頼みとする唯一のものは，付託を認めないことに

対して国内のより上級の裁判所へ上訴することである。

　ただ一つ期待しうることは，イギリスの裁判所が付託に関する態度

を変更するであろうということである。原加盟国の裁判所は，付託す

るようになるのに数年を要した。第177条は裁判所間の協力にかかっ

ており，かつ要求されているのは協力の精神であって，それは周到に

守り固められた作用範囲をもつものではないということを想起しなけ

ればならない。第177条は，欧州共同体の法秩序の中で，最も重要な

役割を演じている。もしかかる機構を加盟国の裁判所が利用しなかっ

たなら，共同体法の重要な発展の多くは生じえなかったであろう。そ

ういうわけで，B躍卿67対βolJ初gO7事件における控訴院判決が，か

かる制限的指針を定立していることは，極めて残念である。r指針」

という言葉が意識的に使われているが，これは，当該事件で表明され

た諸見解について，我が国の先例拘束性の原理がどう回答しなければ

㈲　例えば，β7αss召7琵4θπ磁oh≠v。▽V21勉％（1Vo。2），48／72〔1973〕

　C．M．L．R．287参照。

⑧》EEC条約第170条に基づき，他の加盟国による訴訟もまた可能ではイあ

　るが，利用されたことはなかった。
圃　1協」6hω67初π6初2四∂h7卿伽％対Co解吻JssJoπ，31／62〔1963〕C。M・＿

　L．R．152において，デニング記録長官判事は」3％」卿θ7対BoJJ初967事　二
　件におけるこの問題点を強調している。すなわち，「欧州裁判所は，それ　八

　（付託）を一協力の精神で取扱うべき一イギリスの裁判所と自身と
　の間の間題として取扱っており，当事者は聴問されるべく出頭する他は，
　いかなる地位もそこにおいては有しない・…・・」と。〔1974〕2All　E．R。

　1226　at　p．1234．
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ならないにせよ，欧州裁判所が，加盟国の国内法上の諸原則は，いか

なる場合においても，第177条に基づく下級審裁判所の付託権を制約

しうるものではない，と判示しているからである。32

　デニング記録長官判事にとって，共同体法を自ら解釈することが，

いかに魅力的に思われようとも，彼は，これにくみせず，第177条の

趣旨並びに異なった解釈が国内裁判所から生じてくることの危険性，

を念頭に留めおくべぎである。かかる危険性については，β躍卿67対

βoll初8群事件においても，Sohozsoh1晩づ670窺6丑対∬8％勉％事

件においても，何ら言及がなされてはいない。∠4ヵρ漉観o％吻s　G砿

S．z4．対F41融施7吻sL鼠事件において，デニング判事は，国内

裁判所からの不断の付託により，結果として，欧州裁判所がr欧州の

諸法を，加盟全9か国が遵守しなければならない一個の統一法体系へ

と，形作ってゆくことになるであろう揮と述べている。しかし彼は，

この言葉に続けて，自分自身が，第177条に対してとってきた態度に

よって，所与の目的の達成を妨げているということを，付言すべきで

あったのである。

七

（働　　2～hθわ¢勉露hZのz　Z》露ss6Z40げv．E「VSよ∫露7G6ケ切46z6多z4F％π67郷露オ6」，

　146and166／73〔1974〕1C・M．L　R。523。

團　〔1974〕3All　E　R．51at　p．57．

〔訳者注＝イギリスから欧州裁判所への付託は，1961－1983年の統計では，

ドイッから40％，オランダから16．8％，　フランスから14．3％，イタリアか

ら12％，などであるのに比して，わずかに3．6％にしか過ぎない（イギリス

加盟後に限った比率はもう少し高い）。（New　Law　Jouma1，Dec。23，1983，
p。1129）〕
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付　録　付託に関するイギリスの裁判所規則

1．最高司法裁判所規則

第114条　欧州共同体司法裁判所への付託

ORDER114　References　to　the　European　Court

解釈

第1項
　本条において，

　r裁判所」は，命令をする裁判所を意味し，かつ，控訴院を含み，

　r欧州裁判所」は，欧州共同体司法裁判所を意味し，また，

　r命令」は，欧州経済共同体を設立する条約の第177条，欧州原子

力共同体を設立する条約の第150条，もしくは，欧州石炭鉄鋼共同体

を設立する条約の第41条に基づく先行判決を求めて，〔または，1982

年民事管轄権および判決法第1条第1項において言及された諸協定の

解釈に関する判決を求めて，〕＊欧州裁判所に問題を付託する命令を意

味する。

1撹61ゆ76観Jo％　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　工

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　／、　1．　In　this　Order＿

　“the　Court”means　the　court　by　which　an　order　is　made　and

includes　the　Court　of　Appeal　l

　“the　European　Court”means　the　Court　of　Justice　of　the　European
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Commmities；and

　“order”means　an　order　referri㎎a　question　to　the　European

Court　for　a　preliminary　ruling　under　Article1770f　the　Treaty

establishing　the　European　Economic　Community，Article1500f　the

Treaty　establishing　the　European　Atomic　Energy　Commmity　or

Article410f　the　Treaty　establishing　the　European　Coal　and　Steel

Community〔or　for　a　ruling　on　the　interpretation　of　the　Conventions

referred　to　in　s。1（1）of　the　Civil　Jurisdiction　and　Judgments　Act

1982〕＊．

＊　〔〕内の文章は，1983年最高司法裁判所規則（修正第3号）（1983年

制定法文書第1811号（S．1．1983／1811））により追加された。

命令をすること

第2項
　（1）命令は，訴訟もしくは事項のあらゆる段階において裁判所自身

の発意により，または，裁判所の審理前もしくは審理時における一方

の当事者による申立てに基づいて，裁判所によりなされうる。

　（2）申立ては，審理前になされる場合には，申請によりなされるも

のとする。

　（3）高等法院においては，裁判官自身による場合を除ぎ，いかなる

命令もなされないものとする。

五

M襯％9げo■48グ

　2r（1）　An　order　may　be　made　by　the　Court　of　its　own　motion

at　any　stage　in　a　cause　or　matter，or　on　apPlication　by　a　party

before　or　at　the　trial　or　hearing　thereo五

　（2）Where　an　application　is　made　before　the　trial　or　heahng，it

shall　be　made　by　motion．

　（3）　In　the　High　Court　no　order　shall　be　made　except　by　a　judge

in　person．
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命令の附表における先行判決を求める要請の提示

第3項
　命令は，その附表中に，欧州裁判所の先行判決を求める要請を提示

するものとし，また，裁判所は，附表作成の方法および形式について

指示を与えることができる。

Soh64％16オo　o74θ7！o　sθ哲o％渉76gz昭s≠∫loグ7％1づ1¢9

　3．An　order　shall　set　out　in　a　schedule　the　request　for　the　preli－

minary　ruling　of　the　European　Court，and　the　Court　may　give　direc－

tions　as　to　the　manner　and　form　in　which　the　schedule　is　to　be

prepared．

先行判決までの訴訟手続の停止

第4項
　命令がなされた訴訟手続は，裁判所が別段の命令を下さない限り，

欧州裁判所が付託された問題に関して先行判決を下すまでは，停止さ

れるものとする。

s吻げρ7006θ4伽gsカθ％4づ％97％枷8

　生　The　proceedings　in　which　an　order　is　made　sha11，unless　the

Court　otherwise　orders，be　stayed　until　the　European　Court　has　given

a　preliminary　ruling　on　the　question　referred　to　it．

欧州裁判所への命令の送付

第5項　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　二
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　四

　命令がなされた場合には，首席補助裁判官は，その謄本を欧州裁判

所の登録官へ送付するものとする。ただし，高等法院によりなされた

命令の場合には，裁判所が別段の命令をしない限り，当該命令に対す
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る上訴の期問が満了するまで，または，上訴が上記の期間内に提起さ

れるときには，上訴について決定が下されるかもしくは別段に処理さ

れるまでは，首席補助裁判官は上記の送付はしないものとする。

Tグ召πs秒zJs3∫o％げ07467渉o≠h6E％70ρ6σ％Coz67オ

　5．When　an　order　has　been　made，the　Senior　Mastershall　send　a

copy　thereof　to　the　Registrar　of　the　European　Court；but　in　the

case　of　an　order　made　by　the　High　Court，he　shall　not　do　so，unless

the　Court　otherwise　orders，until　the　time　for　appealing　against　the

order　has　expired　or，if　an　appeal　is　entered　within　that　time，until

the　apPeal　has　been　determined　or　otherwise　dispose（I　of．

高等法院によりなされる命令に対する上訴

第6項
　高等法院によりなされる命令は，終局判決であるとみなされるもの

とし，したがって，それに対する上訴は，許可なしに控訴院に係属す

るものとする。ただし，〔最高司法裁判所規則〕第59条第4項第1号

に基づいて上訴の通知が送達されなけれぼならない期間は，14日間で

あるものとする。

ノ11リカ6αZs∫70吻07407s％¢α46　δツπづgh　Co％7’

　6．An　order　made　by　the　High　Court　shall　be　deemed　to　be　a

五nal　decision，and　accor（lingly　an　apPeal　against　it　sha111ie　to　the

Court　of　Appeal　without　leave　l　but　the　perio盛within　wlbich　a　notice

of　appeal　must　be　served　under　O．59，L4（1）shall　be14days．
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2．1972年刑事法院（欧州共同体

　　司法裁判所への付託）規則

　　　　　　　1972年制定法文書第1787号

（The　Crown　Court（References　to　the

　　European　Court）　Rules　1972）

　　　　（S．1．1972No．1787／L．26）

第1条
　本規則は，1972年刑事法院（欧州裁判所への付託）規則として引用

することができるものとし，かつ，1973年1月1日から施行する。

　1．These　Rules　may　be　cited　as　the　Crown　Court（References　to

the　European　Court）　Rules1972and　shall　come　into　operation　on

lst　January1973．

第2条
　（1）本規則において，

　r裁判所」は，刑事法院を意味し，

　「欧州裁判所」は，欧州共同体司法裁判所を意味し，また，

　r命令」は，欧州経済共同体を設立する条約の第177条，欧州原子

力共同体を設立する条約の第150条，もしくは，欧州石炭鉄鋼共同体

を設立する条約の第41条に基づく先行判決を求めて，欧州裁判所に間　コ

題を付託する命令を意味する。

　（2）1889年解釈法＊は，同法が国会制定法の解釈に適用されるのと

同様に本規則の解釈に適用されるものとする。
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　2．一（1）　In　these　Rules＿

　　“the　Court”means　the　Crown　Court　l

　　“the　European　Court，’means　the　Court　of　Justice　of　the　Euro－

　pean　Communities　l　and

　　“order”means　an　order　referring　a　question　to　the　European

　Court　for　a　preliminary　ruling　under　Article1770f　the　Treaty

　establishing　the　European　Economic　Community，Article1500f　the

　Treaty　establishing　the　European　Atomic　Energy　Community　or

　Article410f　the　Treaty　establishing　the　European　Coal　and　Steel

　Community。

　（2）　The　Interpretation　Act1889＊shall　apply　to　the　interpretation

of　these　Rules　as　it　applies　to　the　interpretation　of　an　Act　of　Par・

1iament．

＊　現行法は，1978年解釈法（Interpretation　Act1978）である。

第3条
　（1）命令は，裁判所自身の発意により，もしくは，刑事法院におけ

る訴訟手続の一方の当事者による申立てに基づいて，裁判所によりな

されうる。

　（2）命令は，その附表中に，欧州裁判所の先行判決を求める要請を

提示するものとし，また，裁判所は，附表作成の方法および形式につ

いて指示を与えることができる。

　3．一（1）　An　order　may　be　made　by　the　Court　of　its　own　motion

or　on　application　by　a　party　to　proceedings　in　the　Crown　Court．

　（2）　An　order　shall　set　out　in　a　schedule　the　request　for　the

preliminary　ruling　of　the　European　Court，and　the　Court　may　give

directions　as　to　the　manner　and　form　in　which　the　schedule　is　to

be　prepared．
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第4条
　命令がなされた場合には，謄本は，欧州裁判所の登録官への送付の

ために，最高司法裁判所（女王座部）の首席補助裁判官へ届けられる

ものとする。

　4When　an　order　has　been　made，a　copy　shall　be　sent　to　the

senior　master　of　the　Supreme　Court（Queen’s　Bench　Division）for

transmission　to　the　Registrar　of　the　European　Court。

第5条
　（1）命令がなされた訴訟手続は，裁判所が別段に決定しない限り，

欧州裁判所が付託された問題に関して先行判決を下すまで延期される

ものとする。

　（2）前項の規定はどれも，裁判所が，命令がなされた後でかつ欧州

裁判所により先行判決が下される前の訴訟手続において生ずることの

あるすべての先決問題もしくは付随問題を決定することをさまたげる

ものとみなされないものとする。

　5r（1）　The　proceedings　in　which　an　order　is　made　sha11，unless

the　Court　otherwise　determines，be　adjoumed　until　the　European

Court　has　given　a　preliminary　ruling　on　the　question　referred　to　it．

　（2）　Nothing　in　paragraph（1）above　shall　be　taken　as　preventing

the　Court　from　deciding　any　preliminary　or　incidental　question　which

may　arise　in　the　proceedings　after　an　order　is　made　and　before　a

preliminary　ruling　is　given　by　the　European　Court．　　　　　　　　　一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〇
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3．1972年刑事上訴（欧州共同体

　　　司法裁判所への付託）規則

1972年制定法文書第1786号

（The　Criminal　Appea1（References　to　the

　　　European　Court）Rules1972）

　　　　　　　（S。1。1972／1786）

第1条
　本規則は，1972年刑事上訴（欧州裁判所への付託）規則として引用

することができるものとし，かつ，1973年1月1日から施行する。

　1．These　Rules　may　be　cited　as　the　Criminal　Appea1（References

to　the　European　Court）　Rules　1972　and　shall　come　into　operat三〇n

on　lst　January　1973．

　　第2条

　　　（1）本規則において，

　　　r法」は，1968年刑事上訴法を意味し，

　　　「裁判所」は，控訴院刑事部を意昧し，

　　　r欧州裁判所」は，欧州共同体司法裁判所を意味し，また，

一　　　r命令」は，欧州経済共同体を設立する条約の第177条，欧州原子
九

　　力共同体を設立する条約の第150条，もしくは，欧州石炭鉄鋼共同体

　　を設立する条約の第41条に基づく先行判決を求めて，欧州裁判所に問

　　題を付託する命令を意味する。
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　（2）1889年解釈法＊は，同法が国会制定法の解釈に適用されるのと

同様に本規則の解釈に適用されるものとする。

2。一（1）lntheseRules

　　“the　Act”means　the　Criminal　Appeal　Act1968；

　　“the　Court”means　the　Criminal　Division　of　the　Court　of　Appea1；

　　“the　European　Court”means　the　Court　of　Justice　of　the　Euro・

　pean　Communities　l　and

　　“order”means　an　order　referring　a　question　to　the　European

　Court　for　a　preliminary　ruling　under　Article1770f　the　Treaty

　establishing　the　European　Economic　Community，Article1500f　the

　Treaty　establishing　the　European　Atomic　Energy　Community　or

　Article410f　the　Treaty　establishing　the　European　Coal　and　Steel

　Community．

　（2）　The　Interpretation　Act1889＊shall　apply　to　the　interpreta－

tion　of　these　Rules　as　it　applies　to　the　interpretation　of　an　Act　of

Parliament．

＊　現行法は，1978年解釈法（lnterpretation　Act1978）である。

第3条
　（1）命令は，申立てもしくはその他に基づいて，法第1編に基づく

上訴または上訴許可の申立てについての決定が下される前のいかなる

時においても，裁判所によりなされうる。

　（2）命令は，その附表中に，欧州裁判所の先行判決を求める要請を

提示するものとし，また，裁判所は，附表作成の方法および形式につ

いて指示を与えることができる。　　　　　　　　　　　　　　　　＿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　八

　3．一（1）An　order　may　be　made　by　the　Court，on　application　or

otherwise，at　any　time　before　the　determination　of　an　appeal　or

application　for　leave　to　appeal　under　Part　I　of　the　Act。
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　（2）　An　order　shall　set　out　in　a　schedule　the　request　for　the

preliminary　ruling　of　the　European　Court，and　the　Court　may　give

directions　as　to　the　manner　and　form　in　which　the　schedule　is　to

be　prepared．

第4条
　命令がなされた場合には，謄本は，欧州裁判所の登録官への送付の

ために，最高司法裁判所（女王座部）の首席補助裁判官へ届けられる

ものとする。

生When　an　order　has　been　made，a　copy　shall　be　sent　to　the

senior　master　of　the　Supreme　Court（Queen’s　Bench　Division）for

transmission　to　the　Registrar　of　the　European　Court．

第5条
　命令がなされた訴訟手続においては，いかなる上訴もしくは上訴許

可の申立ても，裁判所が別段の命令をなさない限り，欧州裁判所が付

託された問題に関して先行判決を下すまでは決定されないものとする。

　5．　No　apPeal　or　apPlication　for　leave　to　apPea1，in　the　course　of

which　an　order　is　made，sha11，unless　the　Court　otherwise　orders，

be　determined　until　the　European　Court　has　given　a　preliminary

ruling　on　the　question　referred　to　iし

七
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